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一 は じ め に
複数の動産の集合体に対して一括して譲渡担保を設定する集合動産譲渡担保
につき，最高裁は，最高裁昭和５４年２月１５日判決（民集３３巻１号５１頁）に
おいて，いわゆる「集合物論」に基づき有効に成立することを一般論として承
認し，さらに最高裁昭和６２年１１月１０日判決（民集４１巻８号１５５９頁）にお
いて，具体的事例において初めて「集合物論」に基づく集合動産譲渡担保の成
立を認めた。両判決により，集合動産譲渡担保も譲渡担保の一つとして認めら
れ，その有効性についての争いは決着したとされる。
しかし他方で，集合動産譲渡担保の具体的な内容についての議論，とりわけ，
「構成要素の変動する動産の集合体を目的物とする集合動産譲渡担保」１）が集合
物を組成する個々の動産に対してどのような効力を及ぼしているのかという問
題に対しては，学説および判例のいずれにおいても，ほとんど触れられないま
まであった。その原因のひとつは，集合動産譲渡担保の成立要件である目的物
の特定がなされているか否かに議論が集中し，その結果他の論点を検討するこ
とがなかったためと思われる。学説の中には，目的物が特定されたことをもっ
て，集合動産譲渡担保を特定動産譲渡担保と同様に解することができるとする
ものも見られる２）が，果たしてそのように考えることができるかは，なお検討
の余地があるのではないかと思われる。
また別の理由として，譲渡担保に関する議論の中心が，いわゆる集合債権の
譲渡担保に移ったことが挙げられるであろう。過去数年の間に，集合債権譲渡
担保に関する重要な判例が数多く公表された３）ことで，学説の関心も集合債権
譲渡担保に移行し，結果的に集合動産譲渡担保が「かやの外」に置かれてしまっ
たとの感は拭えない。
そのような状況の中で，最高裁平成１８年７月２０日判決（民集６０巻６号
２４９９頁）（以後，『最高裁平成１８年判決』として引用する）が，設定者が集合
動産譲渡担保の目的物につき通常の営業の範囲を超える処分をした場合におけ
る，処分の相手方の所有権取得の可否に関する判断を通して，集合動産譲渡担
保が目的物である集合物を組成する個々の動産に対してどのような効力を及ぼ
しているかについて注目すべき判決を下した。この判決は，先の昭和６２年判
決以降，停滞していた集合動産譲渡担保に関する議論を再び活性化させ，多く
の判例評釈が公表されることとなった（後述三，４，参照）。ただ，「集合動産
譲渡担保権は目的とされた集合物を組成する個々の動産に対していかなる効力
を及ぼしているか」という根本的な問題についての議論が未だ決着せず，多く
の見解が錯綜している状況においては，その拠って立つ立場によっても，集合
物から離脱した動産に対して譲渡担保が及ぼしている効力についての理解は変
わり得るのではないだろうか。４）
そこで本稿では，最高裁平成１８年判決，およびその判例評釈等によって示
された学説の検討を通して，集合動産譲渡担保の法律構成とそこから導かれる
結論の妥当性にも留意しつつ，この問題に対する私見を述べたいと考える。
なお，最高裁平成１８年判決は，「譲渡担保の重複設定は可能か」との重要な
論点についても注目すべき判断を示しているが，本稿ではこの点については省
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略し，別稿にて論じることとしたい。
二 最高裁平成１８年判決以前の判例・学説
１ 判例の見解
最高裁平成１８年判決以前の判例において，集合物を組成する目的物の処分
に対する譲渡担保権の効力につき，積極的に述べるものは存在しないようであ
る。
集合物論に基づき集合動産譲渡担保の成立を認めた最高裁昭和６２年１１月
１０日判決は，集合動産譲渡担保について，「債権者と債務者との間に，右のよ
うな集合物を目的とする譲渡担保権設定契約が締結され，債務者がその構成部
分である動産の占有を取得したときは債権者が占有改定の方法によってその占
有権を取得する旨の合意に基づき，債務者が右集合物の構成部分として現に存
在する動産の占有を取得した場合には，債権者は，当該集合物を目的とする譲
渡担保権につき対抗要件を具備するに至り，この対抗要件具備の効力は，その
後構成部分が変動したとしても，集合物としての同一性が損なわれない限り，
新たにその構成部分となった動産を包含する集合物について及ぶものと解すべ
きである」として，譲渡担保権設定後に集合物の構成部分となった動産につい
ては，譲渡担保権の効力が及ぶとした。
しかし集合物の範囲から離脱した動産に対して譲渡担保権がいかなる効力を
及ぼしているかという問題については，昭和６２年判決は触れておらず，その
後の最高裁判例においても述べられることはなかった。下級審においても，わ
ずかに東京地裁平成６年３月２８日判決（判例時報１５０３号９５頁）が，集合動
産譲渡担保の目的である豚を補充せずに設定者が豚を売却・出荷する行為が譲
渡担保権者に対する不法行為を構成すると説示する前提として，目的物を保管
場所から移動する行為を，集合物譲渡担保権を及ばなくさせるものであるとす
るのみである。したがって，この論点について，判例は存在しなかったという
ことができるであろう。
譲渡担保権設定者による目的物の処分と集合動産譲渡担保権の効力 １４７
２ 学 説
集合動産譲渡担保の目的とされるものは，設定者が自己の営業において売却
することを予定している在庫商品等であることが多い。したがって，設定者が
通常の営業の範囲内において，譲渡担保の目的である集合物を組成する動産を
処分することが予定されている。この処分権限は，当事者間の設定契約におい
て取り決められることも多いが，集合動産譲渡担保の性質上，当然に認められ
るものと解され，この点について疑義を呈する見解は見当たらない。
しかし，その理由付けには様々なものが見られ，そしてその理論構成の仕方
によって，設定者が通常の営業の範囲を超える処分をした場合における，処分
された動産に対する譲渡担保権の効力が異なることになる。以下において，こ
れまで述べられてきた集合動産譲渡担保の法律構成に関する主要な学説と，そ
れぞれの学説に基づき，通常の営業の範囲を超える処分をした場合に譲渡担保
権者はいかなる手段を採ることができるかを概観する。
我妻説５）
譲渡担保は，判例と慣習法とによって構成されつつある特殊の物的担保であ
り，その設定は，「担保のための」目的物の移転であるとする。集合物は一個
のものとして譲渡担保権に服し，設定者が個々の物を処分するときにそのもの
が譲渡担保の拘束を脱するのは，その個々の物は，集合物を構成する限りにお
いて，そしてその限りでのみ，集合物としての拘束に服するからである。設定
者は集合物の管理権の一内容として集合物を構成する個々の動産を自分の名で
処分することができ，また場所的関係を失えば集合物を構成する性質を失うか
ら，譲渡担保契約によって認められた管理権限外の処分であっても，処分行為
自体は常に有効であって，譲渡担保権者に対する設定者の責任を生ずるにすぎ
ない。
米倉説６）
集合物論によれば，個々の物は「集合物」に属する限り「集合物」のいわば
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部分として当然に譲渡担保に服するのであるから，個々の物が「集合物」から
脱した場合には当然に譲渡担保の拘束を免れることになる。しかし，設定者が
処分権限外の行為をした場合に，設定者の責任を生じさせるだけとすると譲渡
担保権者の地位が弱体にすぎるので，譲渡担保権者と処分行為の相手方との利
害調整は即時取得によってとりはかるのを妥当とする。
吉田説７）
集合動産譲渡担保においては，譲渡担保権者が目的動産に対して有する権利
は抵当権ないしそれに類似する担保権であり，目的動産の所有権は，設定者の
もとにとどまっている。また集合動産譲渡担保の性質上，設定者が目的物を処
分することは当然に予定されているので，設定者による目的物の処分そのもの
は有効であり，処分行為の相手方は個々の動産の所有権を取得するが，処分行
為の相手方が悪意の場合には，設定者が目的物の補充義務を完全に履行しない
かぎり，集合動産譲渡担保権者は集合動産譲渡担保権の効力を主張することが
できる。
千葉説８）
譲渡担保権者の取得する権利は担保権であり，目的動産の所有権は設定者に
留保されている。したがって設定者による個々の動産の処分自体は常に有効で
あるが，集合物から搬出された動産についても，なお集合動産譲渡担保権の効
力が及んでいるものと解し，適正な処分の場合は設定契約において集合動産譲
渡担保権の追及効を制限する合意が明示的黙示的になされているものと解され
ることから，個々の動産の譲受人は集合動産譲渡担保権の負担のない動産所有
権を取得できるものの，通常の営業の範囲を超えて設定者によって不当に譲渡
担保権の目的物が処分された場合は，動産の譲受人は，即時取得しない限り，
原則として集合動産譲渡担保権の負担のついた動産所有権を取得するにすぎな
い。
道垣内説９）
譲渡担保では譲渡担保権者に担保目的に制限された所有権が移転し，設定者
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は設定者留保権を有すると解した上で，集合動産譲渡担保権の目的物は集合物
そのものであり，個々の動産は譲渡担保の直接の目的物ではなく，集合物の構
成要素としての地位しか与えられていないと解する。したがって集合物から離
脱した構成要素たる動産は譲渡担保の拘束からはずれるから，通常の営業ない
し生活の範囲を超えて処分された場合であっても，処分の相手方は処分目的物
の所有権を取得することができ，譲渡担保権者から追及されることはないが，
通常の営業・生活の範囲を超える処分であり，かつ，設定者に補充の意思ない
し能力がないことを知り，または，知りうべきであったために，譲渡担保権者
の利益を違法に侵害することにつき故意または過失があると評価される者は，
不法行為による損害賠償義務を負う。
伊藤説１０）
集合動産譲渡担保を「集合物」という概念で限定された「価値枠」内にある
有体的動産によって捉えられる限度の浮動的価値を担保的に支配するものと解
し，譲渡担保権者は個別動産については所有権あるいは担保権を直接に取得し
ているのではないとする。したがって個別動産について設定者は自らが所有権
者として自由に処分・譲渡できるが，不当処分すなわち設定者の担保価値保持
義務に違反しての個別動産の処分の場合には，その個別動産の処分自体は有効
であっても，譲渡担保権者が，その個別動産が譲渡担保権の目的である集合物
を組成していたものであることを明認方法等により対抗できれば，集合物の組
成物として譲渡担保の効力を及ぼすことができる。ただし，処分の相手方は即
時取得できる余地がある。
下森説１１）
目的物である特定範囲内の債務者の責任財産は，それが債務者の所有物であ
り，かつ，当該特定範囲内に存する限りにおいてのみ，包括担保の効力が及ん
でいると解し，設定者は目的物の所有権を失わないので，目的物を自由に処分
できる。不当処分の場合は，設定者の詐害の意図を相手方が知っていたとき
は，詐害行為取消権を行使することができるとする。１２）
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以上，集合動産譲渡担保の法律構成および通常の営業の範囲を超える処分の
効力に関するいくつかの学説を概観したが，設定者にのみ責任を認める説，
不法行為の成立の余地のみを認める説，詐害行為取消権による解決を図る
説は，権限外の処分もそれ自体は有効であり，処分の相手方は完全な所有権を
取得すると解する。その他の説は，通常の営業の範囲を超える処分の効力を無
条件に肯定はせず，即時取得が成立する場合を除いては負担のない所有権を取
得することはできないとする点では共通していると評価できる。
三 最高裁平成１８年判決
前述のように，目的物の構成部分が変動する集合動産譲渡担保の効力，特に
第三者に譲渡された目的物に対する譲渡担保権の効力については，最高裁昭和
６２年１１月１０日判決以降，判例・学説において目立った動きはなかった。そ
のような状況の中で最高裁平成１８年判決が公にされ，上述の論点が再び学説
においても注目されることとなったことも，既に述べたところである。本判決
については多くの判例評釈が公刊されており，１３）事実関係についても詳しく述
べられているが，本稿においても検討の前提として，事案および判決について
簡単に述べておきたい。
１ 事案の概要
ブリ，ハマチ，カンパチ等の養殖，加工，販売等を業とする株式会社Ｙは，
Ａとの間で，平成１２年６月３０日，Ａを譲渡担保権者，Ｙを譲渡担保設定者，
目的物を宮崎県沖の串間漁場，黒瀬漁場ほかの漁場の生簀内に存するＹ所有の
養殖魚全部とする集合動産譲渡担保契約を締結し，占有改定の方法により引き
渡した。この譲渡担保の被担保債権は，養魚用配合飼料の売買取引によりＡが
Ｙに対して現在及び将来有する売掛代金債権とし，極度額は２５億円とされ
た。また，この譲渡担保契約では，ＡはＹが通常の営業のために目的物を第三
者に適正な価格で譲渡することを許諾し，その結果第三者に譲渡された養殖魚
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は譲渡担保の目的から外れること，Ｙは，目的物を搬出した場合は速やかに新
たな養殖魚を生簀に搬入，補充する義務を負い，補充された養殖魚は，当然に
譲渡担保の目的を構成するものと定められていた。
Ｙはさらに，平成１２年１２月７日にＢと，目的物を黒瀬漁場の生簀内に存す
るＹ所有の養殖魚全部，被担保債権をＢがＹに対して現在及び将来有する一切
の債権とする譲渡担保契約（極度額１０億円）を，平成１５年２月１４日にＣと
の間で，目的物を串間漁場，黒瀬漁場ほかの漁場の生簀内に存するＹ所有の養
殖魚全部，被担保債権をＣがＹに対して有する商取引及び金融取引に基づく債
権とする譲渡担保契約（極度額３０億円）を，それぞれ締結し，占有改定の方
法で目的物を引き渡した。両譲渡担保契約とも，Ｙが目的物を通常の営業方法
に従い販売することを認めるものであった。
他方，Ｘは，Ｙとの間で，平成１５年４月３０日に，Ｙの所有する特定の生
簀内の養殖魚（ブリ）をＸへ売却すること，ＸからＹへブリを預託し（預託
期間は平成１６年４月３０日まで），当該ブリの生簀へ所有者をＸとする旨の標
識を設置すること，Ｙは預託期間内の平成１５年１０月１日から平成１６年４
月３０日の間にＸからブリを買戻し，加工の上Ｘに売却することを内容とする
契約（以下，「本件契約１」とする）を締結した。また同日，Ｘは，Ｙとの間
で，Ｙの所有する養殖ハマチをＸに売却する旨の契約（以下，「本件契約２」と
する）を締結した。その契約によれば，Ｘが目的物であるハマチを移動するま
で，ＹがＸに代わり飼育するものとされていた。本件契約１および２の目的物
は，いずれもＹがＡ，Ｂ，Ｃと締結した譲渡担保契約の目的物となっていたも
のである。
その後Ｙは，平成１５年７月３０日，東京地裁に民事再生手続開始の申立てを
し，同年８月４日，同開始決定がなされている。
このような事実関係のもとで，ＸはＹに対し，本件契約１および２により本
件各物件の所有権を取得したとして，所有権に基づく本件各物件の引渡しを求
めた。これに対してＹは，本件契約１および２は譲渡担保と解すべきであり，
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これらの契約に先立って，Ａ，Ｂ，Ｃが本件各物件を含む養殖魚について本件
各譲渡担保の設定を受け，対抗要件を備えている以上，Ｘは，即時取得の要件
を満たさない限り，本件各物件の所有権を取得することはあり得ないなどと主
張した。
第一審（宮崎地裁平成１６年１月３０日判決民集６０巻６号２５１１頁）は，本件
各契約を売買契約と認定したものの，本件各物件は本件各契約締結前に譲渡担
保契約に基づいて占有改定によりＡに引き渡されていることから，Ｘが本件各
物件の所有権を取得するためには民法１９２条により即時取得するしかないと解
されるが，Ｘは即時取得の主張をしていないとしてＸの請求を棄却した。
原審（福岡高裁平成１７年１月２８日判決民集６０巻６号２５２７頁）は，本件各
契約を売買契約と認定した上で，商品を通常の営業の範囲内で第三者に売却す
るということは，当該商品の所有権を第三者に確定的に移転取得させることを
当然の前提としているのであるから，譲渡担保設定者において譲渡担保の目的
物を通常の営業の範囲内で第三者に売却することが許容されている集合動産譲
渡担保権にあっては，譲渡担保の目的物の売却によりその所有権を第三者に確
定的に移転取得させることができるという物権的地位が設定者にとどめられて
いるものとして，Ａ，Ｂ，Ｃ三者が本件各譲渡担保権を行使して債権の回収を
図らざるを得ないような事態が生じる前に，本件各契約を締結し，Ｙから本件
各物件を買い受けたＸは，Ｙが有する上記物権的地位に基づき，本件物件の所
有権を承継取得したものと解するのが相当と判示し，第一審判決を取り消した
上でＸの請求を認容した。
Ｙから上告受理申立てをしたところ，最高裁は以下のように述べて，本件契
約１について破棄自判，本件契約２について破棄差戻しとした。
２ 最高裁判決
 本件契約１について
原審認定事実から，「本件契約１は，再売買が予定されている売買契約の形
譲渡担保権設定者による目的物の処分と集合動産譲渡担保権の効力 １５３
式を採るものであり，契約時に目的物の所有権が移転する旨の明示の合意がさ
れているものであるが，上記債権を担保するという目的を達成するのに必要な
範囲内において目的物の所有権を移転する旨が合意されたにすぎないというべ
きであり，本件契約１の性質は，譲渡担保契約と解するのが相当である。
したがって，本件契約１が真正な売買契約であることを前提に，本件物件の
所有権に基づく引渡請求（取戻権の行使）を認めることはできない」。
またＸの主張が譲渡担保の実行に基づく引渡しを請求する趣旨であるとして
も，本件物件については「本件契約に先立って，Ａ，Ｂ，Ｃのために各譲渡担
保が設定され，占有改定の方法による引渡しをもってその対抗要件が具備され
ているのであるから，これに劣後する譲渡担保が，Ｘのために重複して設定さ
れたということになる。このように重複して譲渡担保を設定すること自体は許
されるとしても，劣後する譲渡担保に独自の私的実行の権限を認めた場合，配
当の手続が整備されている民事執行法上の執行手続が行われる場合と異なり，
先行する譲渡担保権者には優先権を行使する機会が与えられず，その譲渡担保
は有名無実のものとなりかねない。このような結果を招来する後順位譲渡担保
権者による私的実行を認めることはできないというべきである。また，被上告
人は，本件契約１により本件物件１につき占有改定による引渡しを受けた旨の
主張をするにすぎないところ，占有改定による引渡しを受けたにとどまる者に
即時取得を認めることはできないから，被上告人が即時取得により完全な譲渡
担保を取得したということもできない」。
 本件契約２について
本件契約２が真正な売買契約であることを前提として，「構成部分の変動す
る集合動産を目的とする譲渡担保においては，集合物の内容が譲渡担保設定者
の営業活動を通じて当然に変動することが予定されているのであるから，譲渡
担保設定者には，その通常の営業の範囲内で，譲渡担保の目的を構成する動産
を処分する権限が付与されており，この権限内でされた処分の相手方は，当該
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動産について，譲渡担保の拘束を受けることなく確定的に所有権を取得するこ
とができると解するのが相当である」。「他方，対抗要件を備えた集合動産譲渡
担保の設定者がその目的物である動産につき通常の営業の範囲を超える売却処
分をした場合，当該処分は上記権限に基づかないものである以上，譲渡担保契
約に定められた保管場所から搬出されるなどして当該譲渡担保の目的である集
合物から離脱したと認められる場合でない限り，当該処分の相手方は目的物の
所有権を承継取得することはできないというべきである。
本件においては，本件契約２の目的物が本件各譲渡担保の目的である集合物
から離脱したと解すべき事情はないから，Ｘが本件契約２により目的物の所有
権を承継取得したかどうかを判断するためには，本件契約２による目的物の売
却処分が上告人の通常の営業の範囲内のものかどうかを確定する必要があると
いうべきである」。
なお，先に述べたように（一，参照），本稿では議論の対象を設定者が集合
動産譲渡担保の目的物につき通常の営業の範囲を超える処分をした場合におけ
る，処分の相手方の所有権取得の可否に限定しているので，以後は本件契約２
に関する部分についてのみ，検討を行うこととする。
３ 小 括
最高裁が本件契約２について述べたことを要約すれば，以下のようになろ
う。すなわち，構成部分の変動する集合動産譲渡担保においては，譲渡担保
設定者には，その通常の営業の範囲内で，譲渡担保の目的である動産を処分す
る権限が付与されており，この権限内でされた処分の相手方は，当該動産につ
いて確定的に所有権を取得することができる。１４）集合動産譲渡担保設定者が
その目的物である動産につき通常の営業の範囲を超える売却処分をした場合，
譲渡担保契約に定められた保管場所から搬出されるなどして当該譲渡担保の目
的である集合物から離脱したと認められる場合でない限り，当該処分の相手方
譲渡担保権設定者による目的物の処分と集合動産譲渡担保権の効力 １５５
は目的物の所有権を承継取得することはできない。１５）
４ 学説の評価
最高裁平成１８年判決は，譲渡担保設定者には，その通常の営業の範囲内で，
譲渡担保の目的を構成する動産を処分する権限が付与されており，１６）通常の営
業の範囲内で処分された動産については譲渡担保の効力の及ばないものとし
て，処分の相手方は動産の所有権を取得することができるとする。他方で，通
常の営業の範囲を超える売却処分をした場合，当該譲渡担保の目的である集合
物から離脱したと認められる場合でない限り，当該処分の相手方は目的物の所
有権を承継取得することはできないとする。この点に関し，最高裁平成１８年
判決が集合動産譲渡担保の法律構成について，「集合動産を目的とする譲渡担
保」，および「譲渡担保の目的を構成する動産」との表現を用いていることに
着目し，集合物については物権を有するが，構成個別動産には物権を有するも
のではないとする立場に親和的であるとする指摘もある。１７）
通常の営業の範囲内で処分された動産に譲渡担保の効力が及ばないとする点
については，実務においても同様に解されており，この点を批判する評釈は見
られない。この点につき最高裁平成１８年判決は，通常の営業の範囲内で処分
された場合に，当該動産が集合物の範囲から搬出されなくとも譲受人に譲渡担
保の負担のない所有権の取得を認めたものと解されている。１８）ただし最高裁平
成１８年判決は，その場合に譲渡担保の効力が及ばなくなる理由を明示しては
いない。また「通常の営業の範囲内」の判断基準として，譲渡担保契約の解
釈，設定者の営業活動の態様，処分行為の反復継続性・目的物の補充可能
性の有無，譲渡担保権者の優先権に対する侵害の有無，により判断されると
する見解１９）が述べられているが，実務家からは，個別具体的な事案において
問題とされる処分が「通常の営業の範囲内」なのか否か，容易に峻別できない
場合が相当程度あるのではないかとの懸念も示されている。２０）
他方，最高裁平成１８年判決が通常の営業の範囲を超える売却処分をした場
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合に集合物から離脱したと認められない限り当該処分の相手方は目的物の所有
権を承継取得することはできないとしたことについて，通常の営業の範囲を超
える処分をした場合に譲渡担保権の追及効を肯定する点は，多くの評釈が肯定
的である。しかし，目的物が集合物から離脱した場合に相手方が譲渡担保の負
担のない所有権を取得する可能性を認めた点については，集合物からの離脱に
よって処分の相手方が所有権を取得できると解すべきなのか（十分条件），あ
るいは所有権取得のためには少なくとも集合物から離脱していることが必要で
あると解すべきなのか（必要条件）との疑問が残るとされている。２１）離脱を所
有権取得のための十分条件とする見解は，集合物から離脱した結果，譲渡担保
権者が離脱した動産に対して譲渡担保権が及んでいることを対抗できないこと
となり，譲受人は譲渡担保権の負担のない所有権を取得すると解する。２２）離脱
を必要条件とする見解は，通常の営業の範囲外の処分によって動産が集合物か
ら離脱したとしても，譲渡担保権の効力はなお当該動産に及んでおり，譲受人
は即時取得の要件を満たさない限り，譲渡担保権の負担のない所有権を取得す
ることはできないと解する。２３）
さらに，集合動産譲渡担保の法律構成との関連において，通常の営業の範囲
外の処分であっても処分の相手方が目的物を承継取得する可能性を示唆する最
高裁平成１８年判決の結論は，集合物とこれを組成する個々の動産の双方に譲
渡担保の効力が及んでいるとする伝統的集合物論から当然に導かれるものでは
なく，集合物論を採用して担保的構成に依拠するか，譲渡担保の実行前には集
合物を組成する個々の動産には譲渡担保の効力が及んでいないとする見解
（二，２で言及した説など）に依拠するのが素直な解釈であるとした上
で，この問題は，設定者の処分権限の基礎付けを不可欠の前提として，いずれ
の見解によって，いかようにも帰結を導くことができ，問題解決は，集合動産
譲渡担保にどれほどの効力を認めるべきかといった純然たる政策判断が決め手
になるようにも思われるとの指摘もある。２４）
譲渡担保権設定者による目的物の処分と集合動産譲渡担保権の効力 １５７
四 問 題 の 検 討
１ 集合動産譲渡担保の法律構成
集合物から離脱した動産に対して，集合動産譲渡担保はどのような効力を及
ぼしているのか。この問題を検討するためには，離脱する以前の状態におい
て，集合物を組成する個々の動産に対して集合動産譲渡担保がどのような効力
を及ぼしているかという問題，さらには，その前提となる集合動産譲渡担保の
法律構成を検討する必要がある。また，集合動産譲渡担保に関しては，判例が
集合物論によって成立を認めたとはいうものの，学説には判例と異なる見解を
採るものも少なくない。そこでまず，集合動産譲渡担保が集合物を組成する
個々の動産に対していかなる効力を及ぼしているのかという問題について，最
高裁平成１８年判決の理論構成を検討し，その後に学説を検討することとする。
 最高裁平成１８年判決の理論構成
最高裁平成１８年判決は，「通常の営業の範囲内の処分」については，それに
よって処分された動産は当然に譲渡担保の拘束を外れ，譲受人は負担のない所
有権を取得するとする。その理由として判旨は，「構成部分の変動する集合動
産を目的とする譲渡担保においては，集合物の内容が譲渡担保設定者の営業活
動を通じて当然に変動することが予定されているのであるから，譲渡担保設定
者には，その通常の営業の範囲内で，譲渡担保の目的を構成する動産を処分す
る権限が付与されており，この権限内でされた処分の相手方は，当該動産につ
いて，譲渡担保の拘束を受けることなく確定的に所有権を取得することができ
ると解するのが相当である」とする。他方で，「通常の営業の範囲を超える処
分」については，「当該処分は上記権限に基づかないものである以上，譲渡担
保契約に定められた保管場所から搬出されるなどして当該譲渡担保の目的であ
る集合物から離脱したと認められる場合でない限り，当該処分の相手方は目的
物の所有権を承継取得することはできないというべきである」とする。
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最高裁は，設定者の「譲渡担保の目的を構成する動産を処分する権限」を，
いかなるものと解しているのであろうか。最高裁は，最高裁平成１８年判決と
同日に同様の事案に対してもう一つの判決を下している（最高裁平成１８年７
月２０日判決判例タイムズ１２２０号９４頁）。その判旨の中で最高裁は，通常の営
業の範囲内で譲渡担保の目的である動産を処分する設定者の権限を「物権的地
位」と表現する一方で，「通常の営業の範囲を超える処分」の場合に譲渡担保
の負担の付いた所有権の承継取得を認めた原審の判断を否定していることから
すれば，これまでの譲渡担保に関する判例理論に沿った所有権的構成をしてい
るものと考えられる。しかし他方で，「目的物の所有権を承継取得する」との
最高裁平成１８年判決の文言に着目し，従来の判例の立場とされる所有権的構
成を前提としつつ占有改定に対抗力を認めるならば，先に対抗要件を備えた者
がいる以上，承継取得しないとする指摘２５）や，本稿では省略した論点である
が，譲渡担保権の二重設定を肯定する判旨（三，２，参照）からは，担保権
的構成を採用したものと解することもできるのではないかと思われる。最高裁
は，自己の見解を明確にはしていないが，担保的構成を必ずしも排除していな
いと解することは，可能であろう。
 学 説
学説においては，集合物論を採用した上で，特定動産譲渡担保の場合と同様
の法律構成をするものが多数であるように思われる。つまり，目的物である集
合物の所有権が担保権者に移転すると解するのであるが，しかしその場合に，
集合物に関して一個の「所有権」を認め，集合物を組成する個々の動産につい
ては独立の所有権を否定し，集合物を構成する限りにおいてその「構成部分」
になると解する２６）と，その「構成部分」である個々の動産の所有権との関係
において，次のような困難な問題が生じる。２７）
すなわち，個々の動産が集合物の「構成部分」であるとすると，集合物を
組成する個々の動産が独立した物であることを否定し，個々の動産自体として
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は取引客体となり得ないということを意味することとなり，通常の営業の範囲
内において個々の動産の処分権限が設定者に認められていることと相容れな
い。一旦集合物の「構成部分」となった個々の動産が，なぜ第三者への売却
という行為によって再び独立した「物」となり，個々の動産の所有権が第三者
に移転するのか説明が困難である。個々の動産が集合物の「構成部分」とな
り，独立した権利の客体としての性質を失うことは，個々の動産が集合物に付
合したと構成せざるを得ないが，そうすると民法２４８条により個々の動産の所
有者であった設定者は集合動産譲渡担保権者に対して償金請求権を取得するは
ずであるが，実務ではそのようなことは想定していない。２８）一物一権主義との
矛盾回避のためには，集合動産譲渡担保につき担保権的構成を採れば，抵触は
生じない。
集合物の「所有権」を認める立場から，これらの問題を説明することは困難
である。２９）「一個の権利の対象たる集合物は，観念的存在であり，動産群にひ
とつの譲渡担保権の成立を認め経済界の需要を満たすための道具概念にすぎ」
ないのであり，３０）また，譲渡担保の法的構成を所有権的構成と解する限りは，
設定者の処分権限をどこに求めるかという根本的問題を解決しなければならな
いとの指摘３１）もある。これらの点を考慮するならば，譲渡担保のうち少なく
とも集合動産譲渡担保に関しては，担保権的構成を採るべきであるとの結論が
導かれるのではないだろうか。３２）
２ 抵当権・特定動産譲渡担保との比較
譲渡担保の法律構成については，現在でも争いのあるところではあるが，集
合動産譲渡担保を「担保権」であると理解するのであれば，他の担保制度，と
りわけ担保物権との比較は意義のあるものであると考えられる。特に同じ非占
有型担保である抵当権の場合と比較することは，譲渡担保における問題点を，
より明確にするものであろう。
また，同じ動産に関する譲渡担保である特定動産譲渡担保における議論を参
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照することも，同様に意義のあるものと考えられる。集合物論を採用すること
で，多数の動産を一括して譲渡担保の目的とするところに集合動産譲渡担保の
意義があるとするならば，その「基本形」であるともいえる（担保権として構
成した３３））特定動産譲渡担保と同様に解することも可能ではないかと考えら
れるからである。また目的物の処分を予定していない特定動産譲渡担保の目的
物を設定者が処分する行為は，集合動産譲渡担保における「通常の営業の範囲
を超える処分」と同じと考えることができるのではなかろうか。
以上の観点から，目的不動産からの分離物に対する抵当権の効力との比較，
続いて特定動産譲渡担保の効力との比較を試みてみたい。
 抵当権の目的物から分離した物に対する抵当権の効力
抵当権の目的物から分離した物に対して抵当権が効力を及ぼしているか否か
については，学説でも見解が分かれている。学説を整理すれば，次のようにな
る。３４）
対抗力喪失説
分離物に対しても抵当権の効力は及んでいるが，抵当権は登記を対抗要
件とする権利であるので，登記によって公示されている範囲から搬出され
ると，背信的悪意者と評価される場合を除き，第三者に対抗できなくな
る。３５）
効力切断説
抵当権は動産には及ばない（民法３７０条の「付加一体物」とは言えなく
なる）ので，抵当権の効力は切断される。３６）
即時取得基準説
分離物に対しても抵当権の効力は及んでおり，第三者が即時取得するま
では，抵当権者は追及力（対抗力）を有する。３７）その背景には，「悪意の譲
受人に負担のない所有権を取得させる必要はな」いとの価値判断があると
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解されている。３８）
現在のところ説が通説とされているようであるが，説も有力に主張され
ている。なお，説は現在では少数説となっている。
説から説に対する批判として，説が根拠とする工場抵当権に関する判
例（工場抵当法に基づき設定された抵当権の目的とされた動産が備え付けられ
た工場から搬出された場合につき，第三取得者の即時取得が成立しない限り，
抵当権の効力は搬出された動産に及ぶとした最高裁昭和５７年３月１２日判決民
集３６巻３号３４９頁）は，抵当権の及ぶ付合物・従物をすべて目録に記し，そ
の目録を登記簿の一部とみなして，それを前提に悪意者に対する追及力を認め
ているのであって，その理論を普通抵当権に持ち込むのは妥当ではないとす
る。３９）
もっとも，説においても，動産を抵当不動産上に存在する時点で譲り受け
た第三者に対しては，当該第三者がいったん抵当権の対抗を受けた者であるこ
とを理由に，その動産が抵当不動産から搬出されたとしても，抵当権者はなお
対抗することができると解する見解が多い。４０）また説に立ちつつ，民法１７７
条の「第三者」につき背信的悪意者だけでなく単純悪意者も排除されるとする
ことで，抵当権者の権利主張を認める範囲を拡大する見解４１）も示されている。
このような点からするならば，説に立つ論者も，単に搬出されたことだけを
もって抵当権の対抗力が失われると解するものではないと考えられる。すなわ
ち，抵当権の対抗力が分離した物にも及んでいることを全面的に否定するもの
ではないと評価することができる。そして当該分離物を譲り受けた第三者が抵
当権を認識できる場合には，たとえ抵当権の公示の範囲から搬出されたとして
も，抵当権の効力が及ぶ（抵当権を対抗することができる）とすることで，事
実上抵当権の対抗力の及ぶ範囲を拡大しているのではないか。これは，説の
根底にある悪意の譲受人に負担のない所有権を取得させる必要はないとの価値
判断と共通するものであると考えることができるように思われる。
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ここまでの検討をまとめれば，以下のようになる。
（a）抵当権の目的不動産から分離した物に対しても，抵当権の効力は，なお
及んでいる。
（b）抵当権の公示の及ぶ範囲内で分離物を譲り受けた（＝抵当権につき悪意
の）第三者に対しては，その後分離物が抵当権の公示されている範囲から
搬出されたとしても，なお抵当権を対抗することができる（このことは，
説においても妥当する）。
この結果を仮に集合動産譲渡担保にも当てはめることができるとするなら
ば，次のようになるであろう。
（a’）譲渡担保の目的物（＝集合物）から分離した物に対しても，譲渡担保
の効力は，なお及んでいる。
（b’）譲渡担保の公示の及ぶ範囲内で分離物を譲り受けた（＝譲渡担保権に
つき悪意の）第三者に対しては，その後分離物が譲渡担保の公示されてい
る範囲から搬出されたとしても，なお譲渡担保権を対抗することができ
る。４２）
 特定動産譲渡担保における設定者による目的物の処分
特定動産譲渡担保において設定者が目的物を処分することは，通常は認めら
れていない。それにもかかわらず目的物が設定者によって処分された場合は，
第三取得者は，即時取得の要件を満たさない限り，完全な所有権を取得できな
いとする点で，学説はほぼ一致している。すなわち，譲渡担保権は担保権であ
り，所有権は設定者が有していると解すれば，設定者は所有権者として有効に
目的物を処分できるが，その場合でも第三取得者が取得するのは担保権の負担
の付いた所有権であり，第三取得者が譲渡担保権の付着しないものとして取得
した場合において善意無過失であれば民法１９２条により譲渡担保の負担のない
所有権を取得することができるだけであると，解されている。４３）
譲渡担保権設定者による目的物の処分と集合動産譲渡担保権の効力 １６３
３ 集合動産譲渡担保の効力は「個別動産」に及んでいるか
ここまで検討した抵当権および個別動産譲渡担保の結論からは，担保目的物
がその公示された場所から搬出されたことのみをもって担保権の効力が切断さ
れることはないということになる。それでは，抵当権や個別動産譲渡担保と同
様のことが集合動産譲渡担保にも該当するであろうか。抵当権および個別動産
譲渡担保は目的物に対して直接に効力を及ぼしているといえるが，集合動産譲
渡担保において同様の結論を導くためには，譲渡担保が集合物を組成する個々
の動産に対して直接に効力を及ぼしているとする必要がある。集合動産譲渡担
保が「目的物である集合物」に対して効力が及んでいることについては，今日，
ほぼ争いはないものの，集合物を組成する個別の動産に集合動産譲渡担保が及
んでいるかどうかは議論のあるところである。
先に見たように（四，１参照），集合動産譲渡担保が個別の動産に効力を及
ぼしているか否かについては，集合動産譲渡担保が担保権であると構成するこ
とで，集合物論により，集合物を組成する個別の動産に対しても効力が及んで
いると説明することが可能となる。しかし他方，集合動産譲渡担保の目的物
は，文字通り「集合物」であって，集合物を組成する個々の動産に対しては，
譲渡担保の効力は及んでいないと解する見解が存在することも，前述のとおり
である（二，２参照）。この見解の相違は，集合動産譲渡担保に，どの程度の
効力を認めるかに関する考え方の相違によるものであると考えられる。個々の
動産に対して集合動産譲渡担保の効力は及んでいないと考えるならば，実行前
に搬出された動産については，通常の営業の範囲外の処分であっても追及しえ
ないこととなる。しかし，そうすると集合動産譲渡担保の実効性が大きく失わ
れることとなり，最高裁平成１８年判決の結論を支持する多くの見解と相容れ
ないことにもなろう。
もちろん第三取得者の保護は考慮されるべきであるが，「担保」としての譲
渡担保の効力をいたずらに弱めることは，結果的に与信を受ける債務者にとっ
ても不利益となるのではないだろうか。目的の範囲外の処分の場合は，第三取
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得者が即時取得の要件を満たさない限り，譲渡担保権者は，なお追及すること
が可能と解すべきである。４４）占有改定による即時取得を認めない通説・判例の
立場によるならば，集合物の範囲から搬出される前であれば，当然，譲渡担保
権者は追及効を主張できることとなる。譲渡担保の公示の及ぶ範囲内で分離物
を譲り受けた第三者との関係では，その後分離物が譲渡担保の公示されている
範囲から搬出された後であっても，なお譲渡担保権を対抗することができると
解すべきであろう。
動産譲渡担保の公示方法は，一般に占有改定であると理解されているが，そ
の公示が不十分ではないかとの批判は，十分に予想されるところである。しか
しそうであったとしても，明認方法等により，第三者に譲渡担保の存在を知ら
せる手段を講じることで，取引の安全は保たれるのではないだろうか。ネーム
プレート等の明認方法については，設定者の信用が害されるとの批判もあり得
ると思われるが，現在の企業活動における担保設定は普通に行われているもの
であって，譲渡担保だけに該当する批判とは言えないのではないだろうか。４５）
先に見た最高裁平成１８年判決の事案では，目的物の養殖魚は，譲渡担保権
設定契約において特定された場所である生簀に存したまま取引がなされてお
り，未だ集合物の範囲外に搬出されたということはできない。したがって，私
見に拠ったとしても，なお譲渡担保の効力が及んでいるものと解することがで
きる事案である。また，仮に養殖魚が生簀から搬出され，Ｘの占有するところ
となったとしても，Ｙの譲渡担保権につきＸが悪意または有過失である場合
は，Ｘは譲渡担保の負担の付いた養殖魚の所有権を取得するにとどまり，Ｘが
譲渡担保の負担のない所有権を取得できるのは，Ｘが即時取得の要件を満たし
た場合に限られることとなろう。
４ 小 括
ここまで検討してきた結果を踏まえれば，集合動産譲渡担保と集合物を組成
する個々の動産の関係について，以下のような結論が導かれるであろう。
譲渡担保権設定者による目的物の処分と集合動産譲渡担保権の効力 １６５
集合動産譲渡担保は，集合物を目的とする担保権であり，かつ，その効力
は，集合物を組成する個々の動産にも及んでいると解するべきである。
そのことを前提とすれば，集合動産譲渡担保の目的である集合物を組成す
る個々の動産が目的の範囲外で処分された場合，譲渡担保権者は，第三取
得者について即時取得が成立する場合を除いて，処分された動産に対して
なお追及効を有すると解される。
五 お わ り に
集合動産譲渡担保は実務慣行と解釈論によって構築された担保制度であり，
その内容について未だ統一的な理解がなされていない状態にある。その意味で
は，本稿の結論も，法律構成につき担保的構成を採った上での「仮説」の域を
出ないものであるかもしれない。しかし，集合動産譲渡担保の目的が「債権の
担保」であることについては，争いはないであろう。また集合物概念自体，物
の集合の取引に個別的財貨の取引の集積以上の効果を与えるために，物の集合
について無占有担保の優先的支配を導く論理的根拠として再構成されたものに
外ならないとの指摘４６）が従来よりなされてきたところである。そうであるな
らば，集合動産譲渡担保の効力は，担保価値の実体である個々の動産に及んで
いると解されなければならない。集合動産譲渡担保の「担保」としての機能を
意識するならば，本稿における考察も，全く無意味な空論とも言えないであろ
う。
なお，動産債権譲渡特例法による動産登記がなされた場合については，登記
によって動産の所有権移転につき対抗要件が備えられることになるので，本稿
において検討した内容は，そのままでは妥当しない。同特例法のもとにおい
て，本稿で検討した問題がどのように解されるべきであるかは，今後の検討課
題としておきたい。
また，前述のように最高裁平成１８年判決は，同一目的物に対して二重に集
１６６ 松山大学論集 第２４巻 第１号
合動産譲渡担保を設定することができるかという点についても重要な判断を示
している。この論点もまた，学説に大きな影響を与えるものであるが，詳細な
検討を要するものであるので，稿を改めて検討する予定である。
注
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この見解は，同・『担保物権法［第３版］』２９９頁以下，および３３７頁以下（有斐閣，２００８
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譲渡担保権設定者による目的物の処分と集合動産譲渡担保権の効力 １６７
渡部晃「集合動産譲渡担保契約の目的動産についての債務者（譲渡担保設定者）の処分
行為と相手方（目的動産の譲受人）の承継取得の可否（上）（下）」金融法務事情１７９４
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１４）福岡高裁平成１６年１０月２９日判決金融商事判例１２１３号４５頁（註１５引用の最高裁平成
１８年７月２０日判決判例タイムズ１２２０号９４頁の原審）は，譲渡担保の目的物を譲り受
けた者は，まず譲渡担保権の負担の付いた所有権を承継取得し，設定者の処分権限に基
づき保管場所から搬出されることによって，本件物件上の譲渡担保権の負担が消滅する
と解している。この点につき，角 紀代恵「判例評釈」金融法務事情１７４８号５５頁以下
（２００５年）参照。
１５）最高裁平成１８年７月２０日判決判例タイムズ１２２０号９４頁は，譲渡担保の目的物につき
第三者のために譲渡担保権を設定することは，設定者に委ねられた通常の営業の範囲内
の処分とはいえないとする。なお，上記最高裁判決については四，１，参照。
１６）森田・前掲註（１３）法学協会雑誌１２４巻１１号２６０９頁は，この点に関し，最高裁平成１８
年判決が，設定者に留保される処分権能が譲渡担保という物権の性質上当然に導かれる
ものと考えていると述べる。
１７）森田・前掲註（１３）法学協会雑誌１２４巻１１号２６０９頁。
１８）丸山・前掲註（１３）法学セミナー１１９頁，小山・前掲註（１３）銀行法務２１ ６７３号７６
頁，川・前掲註（１３）判例タイムズ１２４５号３３頁。
１９）武川・前掲註（１３）判例時報１９６８号２０２頁。また渡邊・前掲註（１３）NBL８６７号２６頁
は，特約が存在しない場合には，担保権者の把握する担保価値が損なわれなかったかど
うかにより，判断するのが適当であるとする。
１６８ 松山大学論集 第２４巻 第１号
２０）浅野・前掲註（１３）信用保険月報２００７年４月号３６頁。また小田垣・前掲註（１３）金融
法務事情１８０７号３５頁は，「通常の営業の範囲内」の内容について，第三者の権利に影
響を及ぼす限りは，判例および学説の集積により一定の結論が導かれるべきものである
とする。
２１）道垣内弘人「集合動産譲渡担保論の新段階」金融商事判例１２４８号１頁（２００６年）。
２２）平野裕之『民法総合３ 担保物権法 第２版』３０３頁～３０４頁（信山社，２００９年），千葉・
前掲註（１３）ジュリスト１３３２号７６頁，渡邊・前掲註（１３）NBL８６７号２７頁の註２４，
佐伯・前掲註（１３）銀行法務２１ ６６８号４８頁。渡部・前掲註（１３）金融法務事情１７９５
号５９頁も同旨か。
２３）小田垣・前掲註（１３）金融法務事情１８０７号３４頁。進士・前掲註（１３）金融商事判例１２８６
号９８頁も，工場抵当に関する最高裁昭和５７年３月１２日判決民集３６巻３号３４９頁の考
え方に倣い，第三者による即時取得がない限り追及効を認め，当該動産の返還請求権を
認めてもよいのではないかとする。なお，工場抵当の判例を参照することの是非につい
ては，四，２，参照。
２４）今尾・前掲註（１３）明治学院大学法科大学院ローレビュー８号６７頁～６８頁。
２５）池田・前掲註（１３）北大法学論集５９巻３号１５３３頁。
２６）最高裁昭和６２年１１月１０日判決を解説した最高裁判所調査官の見解である（田中壮太
「判例解説」『最高裁判所判例解説民事篇（昭和６２年度）』６６８頁）。
２７）千葉・前掲註（８）判例タイムズ７５６号３６頁～３７頁。
２８）新見育文「判例評釈」判例タイムズ４９３号１１１頁（１９８３年），堀龍兒「判例評釈」ジュ
リスト９１２号１０５頁（１９８８年）。
２９）林 良平「シンポジウム・集合動産譲渡担保の再検討 まとめ」金融法研究・資料編（５）
（金融財政事情研究会，１９８９年）もまた，集合物所有権と個別動産所有権の関係につい
ての問題点を指摘する。
３０）高木多喜男『担保物権法［第４版］』３６９頁（有斐閣，２００５年）。
３１）今尾・前掲註（１３）明治学院大学法科大学院ローレビュー８号７３頁の註６５。
３２）この問題の詳細は，拙稿・前掲註（２）法学ジャーナル６３号３７頁以下を参照。
３３）前述のように，集合動産譲渡担保につき，「集合物の所有権の移転」を考えることは困
難である。
３４）学説の整理については，近江幸治『民法講義 担保物権［第２版補訂］』１３８頁以下（成
文堂，２００７年）を参照した。
３５）我妻・前掲註（５）２６９頁，近江・前掲註（３４）・１３９頁，道垣内・前掲註（９）［第３版］
１８１頁，高橋 眞『担保物権法［第２版］』１７０頁（成文堂，２０１０年），安永正昭『講義
物権・担保物権法』２５７頁以下，平野・前掲註（２２）７４頁以下。
３６）鈴木禄弥『物権法講義 五訂版』２４１頁（創文社，２００７年）。
３７）星野英一『民法概論（物権・担保物権）』２５２頁（良書普及会，１９７６年），高木・前掲
譲渡担保権設定者による目的物の処分と集合動産譲渡担保権の効力 １６９
註（３０）１３２頁，内田 貴『民法［第３版］債権総論・担保物権』４４４頁（東京大学
出版会，２００５年），大村敦志『基本民法 債権総論・担保物権［第２版］』２５６頁，吉
田邦彦『所有法（物権法）・担保物権法講義録』２３７頁，石田 穣『担保物権法』３１９頁
（信山社，２０１０年）。
３８）星野・前掲註（３７）２５２頁。
３９）我妻・前掲註（５）２６９頁。もっとも説の立場からは，最高裁昭和５７年判決の論旨を
一般の抵当権についても認めてよいと解されている（内田・前掲註（３７）４４４頁，石田・
前掲註（３７）３１９頁）。また高木・前掲註（３０）１３２頁は，工場抵当法の規定について「付
加物・従物の理想的あり方を示す」と評価する。
４０）道垣内・前掲註（９）［第３版］１８１頁，安永・前掲註（３５）２５８頁。
４１）平野・前掲註（２２）７４頁以下，平野裕之『コア・テキスト民法 物権法』７２頁以下（新
世社，２０１１年），同『コア・テキスト民法 担保物権法』３９頁以下（新世社，２０１１年）。
４２）もっとも，平野・前掲註（２２）３０３頁～３０４頁は，抵当権の目的不動産から従物が搬出
された場合は，抵当権の効力は従物に及んでいるものの，搬出により対抗力が失われる
と解する一方で，集合物から搬出された動産については，搬出により譲渡担保の効力は
分離物に及ばなくなると解する。
４３）我妻・前掲註（５）６４９頁以下，星野・前掲註（３７）３２３頁，内田・前掲註（３７）５３１頁，
平野・前掲註（２２）２９２頁以下，平野・前掲註（４１）１７２頁以下，近江・前掲註（３４）１３９
頁，高橋・前掲註（３５）３０１頁，高木・前掲註（３０）３５３頁以下，道垣内・前掲註（９）
［第３版］３１１頁，鈴木・前掲註（３６）３７７頁以下，等
４４）吉田・前掲註（７）NBL２４７号４８頁は，この場合に集合動産譲渡担保の特殊性は排除さ
れ，担保権ないし担保物権の一般的性質が前面に押し出されることになる，と述べる。
４５）吉田眞澄『譲渡担保』１６６頁以下（商事法務研究会，１９７９年）。鈴木禄弥「譲渡担保」『経
営法学全集９企業担保』２３３頁以下（ダイヤモンド社，１９６６年）も，目的物の集積場所
と定められている倉庫等に標識を付することで，即時取得を阻止する役割を果たすとす
る。
４６）槇 悌次『譲渡担保の意義と設定（叢書 民法総合判例研究１７）』５４頁（一粒社，１９７６
年）。
１７０ 松山大学論集 第２４巻 第１号
